






区課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づき整理した地域課題） 

川崎区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

1 

地域で支援を要

する人を支援に

つなげる機能の

強化 

ⅰ 

地域包括支援センターの周知

活動、老人会、町内会との密

な連携が十分でない 

渡田東町、堤

根、大島、本町

1・2 

高齢化率の割りに相談件数が少なく、また、要介護、

要支援認定者が少ない。

新任の民生委員が多い。市営住宅では自治会が高齢化

しており、連携が十分でない。 

地域活動の継続、把握 

民生委員への声かけ、地域包括支援セ

ンターのパンフレットの配布、配置 

ⅱ 

住民に認知症の正しい理解を

持ってもらうための機会が少

ない 

元木、旭町 1・

2、境町、新川通

り 

地域の集まりで認知症の参加者に対応できなかった

り、問題行動に疲弊しているケースがある。 

認知症当事者の気持ちがわかるような

講座や取組みの支援 
認知症サポーター養成講座等の協力   

ⅲ 

古くからの戸建ての住民とマ

ンション等の転入者との地域

のつながりが希薄である 

元木 
マンション住民等が町内会に加入しておらず、掲示板

等も見ていない。 

町内会未加入の住民への情報伝達方法

の工夫についての支援 

ⅳ 
孤立化する高齢者の実態把握

ができていない 

南町、大島上

町、小川町 

マンションで孤立死があった。地域で長く住んでいる

住民とアパートの単身生活者との地域のつながりが希

薄になっている。 

マンション管理人、理事長、新聞配達

所、コンビニ、宅配系等との連携によ

る、新たな見守りシステムの構築 

地域ケア圏域会議、個別ケア会議への

参加 

高齢者のための事業

に参加した民間企業

へのインセンティブ

の検討 

ⅴ 

経済的基盤が脆弱な高齢者に

対する早期の発見・対応がで

きていない 

京町地域全体 

・高齢期の生活課題の対応について経済的課題による

制限の相談がある。介護への対応、医療の必要、転居

などの相談に付随して相談がある。 

・経済的相談は重度化、深刻化してからの課題発見す

る場合がある。 

相談の傾向についての把握の必要。 市民への社会資源情報の周知   

ⅵ 

住民の活動の実態や、支援を

要する高齢者の把握・対応が

十分にできていない 

池上 

・多様な住民が存在し、住民でさえ町の全体像を把握

しにくい状況にある。 

・外国籍の住民や生活保護受給者が多く、課題を有す

る住民が多いと考えられる。 

・単身者が多く、町会活動等の継承が困難になってい

る。 

・住民間の共助の活動が不十分な状況にある。 

・同じ課題を認識しているふれあい館

職員の協力を得て、現存の町の互助の

力を抽出する 

住民の抱えている生活課題を発信でき

る場を設定する。 

・長年欠員となっている民生委員の補

てん 

・民生委員活動や町内会活動の活性化 

ⅶ 

町会と地域包括支援センター

とのつながりが希薄で困って

いる高齢者を把握できていな

い 

藤崎 

・地域が広範囲、町会長が昨年度交代しており町会と

包括とのかかわりが少ないこともあり地域の様子が把

握しづらい。潜在化しているケースもあると思われ

る。 

・高齢化率が高い地域だが、町会と包括とのかかわり

が少ない。 

地域包括支援センターの周知 

（小地域ごとの地域診断を行い、ネッ

トワーク形成を検討する） 

包括が行う小地域ごとの地域診断のサ

ポート 

ⅷ 

地域包括支援センターの認知

度が低く、状態が悪化してか

らの相談・介入が多い 

大師駅前 

・築年数が古いマンションでは住民の高齢化が進んで

いる。 

・コロナ感染の影響に加え、大師分室使用不可、まち

の縁側大師終了で地域活動減少している。フレイル状

態にあるケースが予想されるが、声を拾えていない。 

・町会と包括との関りが少ない。 

・町会の役員が高齢化している。 

地域包括支援センターの周知 

（小地域ごとの地域診断を行い、ネッ

トワーク形成を検討する） 

包括が行う小地域ごとの地域診断のサ

ポート 

川中島 

・古いアパートが多く、生保からの相談が多い。 

・民生委員からの相談が少なく、町会と包括とのつな

がりが薄い。 

地域包括支援センターの周知 

（町会回覧板で包括だよりを回覧して

もらう） 

町会との調整のサポート   

ⅸ 
気になる高齢者の把握の機会

を増やす 

藤崎包括エリア

全域 

・郵便局から気になる高齢者の情報提供がきている。 

・地域資源開発の視点で他業種等に広げられないか。 

金融機関やコンビニ等への働きかけ

（効果的な対象の選定） 

市地域包括ケアシステム連絡協議会へ

の働きかけの検討 

市地域包括ケアシス

テム連絡協議会への

働きかけの検討 

資料５別紙２



川崎区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

2 

様々な生活上の

課題に対応する

ための資源を確

保する 

ⅰ 

銭湯で入浴ができないことに

よる介護サービスの利用が多

い 

京町地域全体 

・築年数が経っており浴室のない、もしくは入浴環境

の不適性がある住宅に住む人が多数あり、以前は銭湯

により入浴を行っていたが、1，銭湯の減少、２，高齢

化による移動能力の低下により、入浴手段の確保が難

しくなっている。銭湯で入浴をできないことが、生活

課題として上がり、軽度者であっても入浴目的でのデ

イの利用開始が多い状況にある。 

地域包括支援センターへの相談につい

て、入浴ニーズの充足における問題

点、対応方法の実態把握を行い、地域

の状況のアセスメントを行なってい

く。 

・銭湯への移送サー

ビス提供・入浴場所

の提供・いこいの家

のお風呂をはしごし

て利用している常連

により、初回利用の

高齢者がおざなりに

なっている。 

ⅱ 
通院に困難を抱える高齢者へ

の対応に課題がある 
京町地域全体 

・高齢期において通院受診は必要な生活ニーズである

が、移動能力の低下、経済基盤の課題、親族等のイン

フォーマル資源の不在などの問題から徒歩圏内の通院

であっても困難が生じることがある。 

・初期介入時における医療機関受診の

困難についてのニーズ把握。 

・経済基盤、親族等のインフォーマル

な資源との互助的関係についてのアセ

スメント。 

地域包括ケアの推進 医療機関への通院手

段の強化 

ⅲ 
買い物等が不便な立地環境に

ある 
池上 

産業道路を渡らなければ買物も出来ない生活環境であ

り、足腰が不自由になった高齢者の生活支援が必要な

状況にある（産業道路は特に交通量が多く、大型車輌

で終日混んでいる。道路幅が広いため、高齢者が渡り

きらないうちに信号が変わってしまい危険） 

    産業道路を安全かつ

安心して横断できる

よう対策が必要 

3 

多問題世帯への

包括的な支援機

能の強化 

ⅰ 

支援関係者が連携して取組む

べき複合的な課題を有する高

齢者が増加している 

桜寿園管轄全体 
・生活保護受給者が集中的に入居する施設や住宅が地

域に散在しているが、実態が把握しきれない。 

支援関係機関で問題を共有し、同一視

点で高齢者をサポートする。 

生活保護ＣＷの協力を仰ぎ、生保受給

者が集住している住宅や施設の現状把

握をして、支援や住居としての利用の

視点を共有する。精神疾患のケースが

多く、精神医療との連携を求める。 

ⅱ 

家族機能が無く、キーパーソ

ンとしての機能・役割が、介

護支援専門員に求められてい

る 

桜寿園管轄全体 

･男性の独居高齢者（生活保護受給者を含む）の生活課

題に対して、介護保険サービスでの介入や支援を求め

られているが、金銭的なトラブルや住居環境の悪化、

住民同士やサービス事業者とのトラブル、生活習慣病

の悪化、様々な依存症等の課題などが絡み、根本的な

解決にならないケースが多い。介護支援専門員からも

困難ケースとしての相談が多い。 

・医療機関の協力を仰ぐ機会が多いが、治療に非協力

であったり、過剰に医療に依存する場合も多い｡ 

介護支援専門員、サービス事業者、医

療機関の声を募り、支援の過程の中で

感じている課題を抽出する 

ⅲ 

複合課題を持つ世帯に対し

て、相談後に適切に支援でき

ていない場合が散見される 

京町地域全体 

複合課題を持つ世帯について、ケアラーの高齢化等に

よる世帯全体のコーピングの低下が見られる。つなが

っても課題解決されずに、危機対応になっていること

が多い。 

包括として関係者間での問題認識の確

認、課題への予防的対応を行う必要が

ある。 

複合的課題に対応していくための後方

支援機関やワンストップサービスが多

く立ち上がっているが、これらが統合

的支援に向けて相互連携をしていける

ためのロードマップについて十分に理

解できていない。これらの機関相互の

関係について統合的に理解できるには

何が必要かを知りたい。 

予防的対応の強化が

優先課題に挙げられ

ているため 



川崎区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

3 

多問題世帯への

包括的な支援機

能の強化 

ⅳ 

建物の老朽化や大家の高齢化

等、住まいに関する問題を把

握した時、包括だけでは対応

できない 

観音 

・老朽化したアパートには害虫（トコジラミなど）が

多く、サービス導入が難しいアパートもある。早期把

握や予防することで解決はできず、そもそもの建物の

問題等であるため、包括で解決・対応することは難し

いと感じている。 

・住まいに関する問題の解決が難しい場合がある。 

・住まいの関係でサービスが導入できず在宅生活が困

難でありながら、そのままの環境で在宅生活を送らざ

るを得なくなる場合もあり、包括だけでは対応が難し

いと感じることがある。 

居住支援協議会等と

の課題共有 

ⅴ 
生活保護ケースワーカーとの

連携の深化 
伊勢町 

生保担当 CWから、介護認定申請援助からの介入依頼や

認定がおりてサービス調整等の依頼がある。 

生保受給者は、担当 CWや民生委員などとの関り・見守

りがある中で過ごせていると考えられる。身体・生活

状況の変化があった時の把握がしやすい状況と思われ

る。そのような際に、包括の業務内容や役割を生保 CW

が認識できていることで、相談・介入が速やかに行わ

れると思われる。また包括側も生保 CW の業務内容の理

解や顔の見える関係づくりができていれば、支援を進

める中で役割分担もしやすくなると思われ、利用者を

支えるチームとしての連携を取れるようになると思

う。 

意見交換会の開催 
意見交換会実施に向けた生活保護課と

の調整 

4 
閉じこもり、虚

弱化の予防 

ⅰ 

身体機能低下がみられる

地域活動、町内会活動、老人

会活動の把握ができていない 

小田 1 

ADL 低下により外出できない高齢者が多い。福祉用具、

住宅改修、運動系デイサービスの相談が多い。

町会が入り組んでいることや役員の把握ができていな

いため、アプローチできていない。 

ADL 向上につながる企画を実施する。企

画実施に向けて町会のキーパーソンに

なる人を探す。 

各町会長、老人会長

の名簿作成、共有 

ⅱ 地域交流の場が少ない 港町 
高層マンションでは、子供に呼び寄せられた老人が日

中独居、閉じこもり状態。集まる場がない。 

交流サロンの立上げ支援      

イトーヨーカドーとの関係作り 

ⅲ 
コロナ禍での地域活動ができ

ない 
京町 1・2 

正しい情報に基づかずに反対している住民が多い。地

域のリーダーが高齢化し、次世代が育っていない。 

コロナウイルスについての正しい情報

提供

次世代の人材の発掘 

ⅳ 
住民間の健康格差、健康や医

療に対する意識の格差がある 
日進町 

経済的な格差や孤立、健康に対する学習の機会が少な

い。 
健康に関する意識啓発ができる場所     

ⅴ 

地域活動の減少に伴い、地域

の支援ニーズの把握が難しく

なっている 

大師の里包括エ

リア全域 

・地域との関りが減少（地域活動が休止）しているた

め声を聞く場面がなくなっている。地域として活動を

そもそも積極的に行っていなかったところにコロナ禍

で活動すること自体をやめている様子である。またそ

こには担い手不足であり、活動している人に負荷が集

中してしまっている傾向にある。 

・医療機関へのつながりがなく生活困難となった際に

は病状が重篤な状態であることが多い。また医療機関

につながっていてもコロナ禍のため服薬のみ受け取る

ことで主治医が患者の状態を把握できていない様子。 

各町会からの情報収集、現在行われて

いる地域活動の把握 
地域活動情報の共有   



川崎区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

4 
閉じこもり、虚

弱化の予防 
ⅵ 

参加可能な地域活動が少な

く、認知症やフレイルの人の

閉じこもりがみられる。社会

参加の場の提供、早期発見・

対応の強化が求められる 

大師第三地区 

・誰でも参加できる地域活動が少ない。 

・包括としては現状、相談を受けたケースに対し個別

にアプローチを行っている。住民の健康意識を高める

ために自身の身体の現状を把握できるような機会を設

ける必要があると考える。 

・医療機関へのつながりがなく生活困難となった際に

は病状が重篤な状態であることが多い。また医療機関

につながっていてもコロナ禍のため服薬のみ受け取る

ことで主治医が患者の状態を把握できていない様子。 

認知症カフェの立ち上げ 地域活動情報の共有   

5 

認知症になって

も安心して暮ら

せる地域にする 

ⅰ 認知症の理解者を増やす 中瀬 

・介護保険等サービスを利用したいなどの相談は多い

が、認知症に関する相談が多いわけではない。しか

し、訪問すると認知症が進行した人が多いように思わ

れる。家族や周囲の認知症に対する無理解や偏見があ

る。・家族の中には認知症の進行を「年齢のせい」と

捉え、病気であり進行するものと理解しない。そのた

め、認知症状が悪化し、対応に苦慮することが多

い。・地域住民より認知症の人や家族に文句を言い続

けた人がいた。他の住民は認知症の人は施設へ入れる

べきと発言された。 

認知症サポーター養成講座等の実施 
認知症サポーター養成講座等実施への

サポート 

ⅱ 
認知症に関する病識や、周囲

の気付きがない 
四谷 

・認知症の人が多いが、介護保険に関する相談件数は

少ない 

・町会、地区社協を巻き込んだ認知症に対する講座の

開催、認知症ｶﾌｪの立ち上げや実際の交流を通じて理解

を深めていくことが良いのではないかと考えている。

認知症カフェについては、昨年度より計画をしたが、

コロナ禍にて開催できずにいる。新型コロナが大きく

影響しており、住民の協力も得られず課題となってい

る。 

認知症関係の講座の実施 認知症関係講座等実施へのサポート   

6 
災害時（浸水

時）の対応強化 

ⅰ 
浸水時の避難方法が確立して

いない 

貝塚、元木、小

川町、日進町、

下並木、南町、

堤根、池田、京

町 

避難経路や移動方法の確認等、住人に具体的なイメー

ジができていない。 

町内会、危機管理室等と連携して意識

啓発や話合いの場を作る。 

ⅱ 住民の防災意識が薄い 

貝塚、元木、小

川町、日進町、

下並木、南町、

堤根、池田、京

町 

災害の危機意識が低い高齢者高齢者に対しては、話が

しづらく、災害が起きたらその時に考えるといった意

識である。 

町内会、危機管理室等と連携して意識

啓発や話合いの場を作る。 



区課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づき整理した地域課題） 

幸区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

1 

支援を要する高

齢者が適切に相

談・支援につな

がるようにする 

ⅰ 高齢者の実態把握 

河原町、戸手 

小 倉 １ － １ 地

区、新小倉地区 

幸町、南幸町、都

町、神明町、中幸

町、堀川町 

・認知症の初期段階での発見が難しい 

・認知症の疑いがあっても専門医への受診や相談機

関への相談まで時間がかかる 

・重度化してからの介入となり、調整に時間を要する

ことが多い 

・高齢者人口と比較して、実態把握名簿数は１/4 

・独自の「自分登録」の取組により実態把握調査数が

１割増加 

・高層マンションでは高齢者が孤立化していること

が想定される 

・実態把握名簿の更新 

・マンション管理組合との関係づくり

による相談先の周知 

・認知症サポーター養成講座等の開催

・自治会等による啓発活動等の連携支

援 

・市高齢者生活状況調査における調査

不能世帯の把握 

・包括への必要に応じた同行支援と情

報共有 

・名簿の取り扱いに

ついて整理、他事業

との関連性を確認 

・住宅部門との連携

による分譲マンショ

ンへの相談先周知 

・地域の公立学校で

の認知症研修の調整 

・認知症検診の一般

検診への組み入れ

ⅱ 
町内会、民生委員との情報

共有 

小向町、小向仲

野町 

鹿島田、北加瀬、

矢上 

・個人情報の取り扱いの観点から情報共有が難しい 

・独居・高齢化が進み近隣住民からの情報提供による

介入が増加 

・新任の民生委員児童委員、町内会自

治会役員との顔の見える関係構築 

・包括への必要に応じた同行支援と情

報共有 

・情報共有時におけ

るルール作り、本庁

所管部署同士の共有 

・行政とのシステム

のオンライン化

ⅲ 包括の認知度向上 

河原町、戸手 

小向西町１～4

丁目 

小倉、南加瀬 

・地域活動を行っていても相談機関として認識され

ていない 

・支援の必要性のない段階では興味のない自治会活

動への参加につながらない 

・介入困難なマンション群が存在している 

・地域包括支援センターの周知 

・金融機関やコンビニへのチラシ配布

・出張相談会や歩行測定イベント 

・日報データ集計（把握ルートの集計）

・来庁相談者、地域関係者を対象に地

域包括支援センターの機能、役割の周

知、広報の徹底 

・地域活動情報の相互共有 

・地域包括支援セン

ターの機能・役割の

周知の強化 

・住宅部門との連携

による分譲マンショ

ンへの相談先周知

2 

障害や生活困

窮など世帯単

位の課題があ

り包括的なケ

ースワークの

必要性がある

事例への対応

強化

ⅰ 虐待対応の認識の共有化 小倉、南加瀬 

・虐待対応の流れや役割分担に対する理解が不十分

な介護事業者への対応・福祉用具事務所へのアンケー

トで半数の回答で身体拘束の例外３要件が理解され

ていないなど問題があった・虐待対応が始まると区や

包括が主導でケース対応するものとの認識があった 

・個別ケア会議での事例積み上げ・関

係機関の顔の見えるネットワーク構築

･支援者間の役割分担、適切な連携関係

について、ケース対応の中で随時確認

していく 

・困難ケースの支援

方針への関わり 

ⅱ 
8050 世帯、引きこもり世帯

増加への対応 
  ・多角的視点から助言を受けられる場がない   

・地域ケア会議等の活用提案、それに

伴う関係部署、機関との連携、情報共

有 

・困難ケースの支援

方針への関わり 

ⅲ 
障害制度から介護保険制度

へのスムーズな移行 

・障害分野支援者との連携がスムーズにできていな

い 

・介護保険に切り替わってサービスが減少してトラ

ブルになった 

・高齢者と障害者の支援者間で相互理解が進んでい

ない 

・会議、ケースワーク等を通じた障害

者相談支援センター、庁内関係部署と

の連携、情報共有 

・事例を踏まえた役割の明確化 

・各機関の業務内容や職員体制等につ

いての理解と連携 

・局担当部署の連携

強化 

・業務標準化のため

のマニュアル等整

備 

3 

災害時の避難

が必要な高齢

者への対応強

化

ⅰ 

災害時の安否確認体制、連

携体制の構築、要援護者の

実態把握 

幸町、南幸町、都

町、神明町 

小向町、小向仲

野町 

夢見ヶ崎、越路

町、小倉下町 

・災害時の安否確認体制が取り決められている居宅

介護事業所が約６割あった 

・町内会・民生委員と地域住民間で個人情報取り扱い

の観点から情報共有ができないため、災害時等の安否

確認、要援護者管理が難しい 

・町内会に加入していない世帯が多く、緊急時の住民

同士の協力体制が出来ていない 

・トリアージ基準など共通のものがないため、同じ目

線で検討できない 

・実態把握名簿の精査・更新 

・サロンを通じた連携体制の構築 

・サロン Bo-Sai の実施 

・災害時の要安否確認のトリアージと

初動対応フローの作成 

・包括の様々なネットワーク構築活動

への必要に応じた連携、後方支援等 

・情報共有時におけ

るルール作り、本庁

所管部署同士の共

有 

・名簿の取り扱いに

ついて整理、他事業

との関連性を確認 



幸区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

3 

災害時の避難

が必要な高齢

者への対応強

化

ⅱ 
警戒区域に居住している住

民、ケアマネへの啓発 
小倉、南加瀬 

・土砂災害警戒区域に住んでいる高齢者の事前準備

ができておらず、避難先を知らない方も多い 

・災害弱者の情報共有が出来ていないため、効率的な

安否確認が出来ない 

・ケアマネに対し災害時のフローチャ

ートや普及啓発活動 

・サロンでの連携体制の構築及び事業

所協働での防災対策の検討 

・風水害に備えた避難行動フローチャ

ートの普及 

・LINE グループでの事業所間の情報伝

達・共有。毎月の活用訓練（メルマガ

配信） 

・区（市）と協力した防災無線訓練や

情報伝達訓練等 

・防災関係情報の共有 

・多様な機関と連携した情報伝達訓練

等の実施 

・トリアージ基準の

策定 

ⅲ 

風水害の発生が想定される

地域の事業所、ケアマネの

適切な準備 

古川町、新塚越、

下平間、矢上、北

加瀬、鹿島田 

・風水害に備えて個別の対応ができているか疑問 

・各事業所の作成する業務継続計画において地域で

協力できる点など共有する機会がない 

・個別ケースの災害時の対応を具体的

に考え、備える 

・それぞれの事業所が業務継続計画作

成にあたり情報交換を行う 

・地域ケア会議の活用による関係機関

支援、情報発信、共有 

・BCP 作成指針の周

知 

ⅳ 

自力で階段昇降できない高

層住宅居住者等の災害時対

応 

河原町、戸手 
・震災時には電力復旧まで外出経路を絶たれた 

・防災情報が必要な層に届いていない 

・自治会、町内会に対し防災意識向上

に向けた発信を依頼 

・防災情報の共有 

・災害時要援護者未登録の要配慮者の

把握 

・利用しやすい避難

所の設置 

4 
閉じこもり高

齢者への働き

かけによる虚

弱化の予防

ⅰ 地域住民同士の交流 

小向町、小向仲

野町 

小倉１－１、新

小倉 

幸町、南幸町、都

町、神明町、中幸

町、堀川町 

・続けて３件の詐欺被害が発生した地区があり、表出

しにくい状況がある 

・高層マンションへの介入困難、マンション自治会と

管理組合の共存の課題 

・警察や消費者行政センターと情報共

有を行い、警察による詐欺被害学習会

開催 

・コロナの影響で休止している会やカ

フェの再開 

・被害事例や地域活動情報の共有、業

務における周知、広報の徹底 

・住宅部門との連携

による分譲マンシ

ョンへの相談先周

知 

ⅱ 

大規模マンション内の高齢

者のコミュニティ構築によ

る閉じこもり防止 

堀川町 

・住民同士の交流が図りにくい 

・地域の繋がりを求める声がある 

・高齢者人口が増加しており、高齢者特有の相談も増

えている（管理会社より） 

・住民実態把握を目的とした地域ケア

圏域会議の開催 

・高齢者相談連携体制構築のための地

域ケア圏域会議の開催 

・自治会、管理組合との連携支援 

・庁内関係部署との連携、情報共有 

・住宅部門との連携

による分譲マンシ

ョンへの相談先周

知 

ⅲ 
身近な集いの場、身体を動

かす活動の場の創出 
小倉、南加瀬 

・喫茶店等気軽に出入りできる場所がない 

・家族に気を使って友人を呼べない。来訪者を迎え入

れる準備が負担 

・男性が参加しやすい内容の活動がなく、自宅にこも

りがち 

・コロナで生活が変化し心身状態の低下がみられる 

・老人会が減少しているがそれに代わるものがない 

・ゆめみカフェ、介護予防教室（体操

教室） 

・地域活動情報の共有 

・介護予防、健康づくり情報の共有と

提供 

・業務における地域活動情報の周知、

広報の徹底 

・坂や階段、一方通行

の道などの行動制限

要因の改善 

・日吉出張所の空き

スペースの貸し出し

（簡易手続きで） 

・介護予防教室の増

加 

・シニアボランティ

アポイント事業など

の検討 

ⅳ 
認知症当事者や家族の会の

運営活性化 

鹿島田、北加瀬、

矢上 
・担当ボランティアの高齢化、負担感の増大 

・圏域会議で地区社協、ボランティア

と運営方針確認 

・個別ケース事例ごとに認知症高齢者

への支援方針の検討、協議 
・地域活動への支援

ⅴ 

公共交通機関であるバス便

が大幅に減少したため買い

物や通院へ支障が出ている

地域への対応 

北加瀬、矢上 

・北加瀬方面から鹿島田駅周辺の医療機関受診が難

しい 

・タクシーもなかなかひろえない 

・行政への提案継続 

・関係者からの情報収集 

・庁内関係部署との連携、情報共有、

課題整理 

・移動スーパー、移

動支援への補助金

やサービス拡大へ

の後押し 

・コミュニティバス

などの交通手段の

確保 



区課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づき整理した地域課題） 

中原区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

1 

支援を必要と

する高齢者が

適切に相談・

支援につなが

るようにする

ⅰ 
高齢化が進み、支援ケース

の多い地域における対応 

主に市ノ坪、西

加瀬、苅宿、新

城、上平間 

・地域との交流を避け、孤立化してしまうことで実態把

握や介入が難しくなるケースがある 

・コロナ禍における外出機会の減少による身体機能低下

への懸念 

・早期相談に向けた地区の民生委員や地

域との関係構築 

・相談先の周知 

・高齢者生活状況調査による状況把握 

・包括支援センターとの役割分担の確認 

・関係課で取り組む地域マネジメント推

進プロジェクトにおける課題の共有 

ⅱ 
再開発の進む地域の高齢者

の状況把握 

武蔵小杉駅周辺

地域 

・高層マンションにおいてはセキュリティが高いことや

自治会組織がなく、民生委員が不在なところもあり高齢

者の状況をつかむことが難しい

・包括支援センター紹介パンフの配布や

主催事業の周知

・高齢者生活状況調査の情報共有 

・地域振興課による小杉地区周辺のコミ

ュニティ推進事業の取組状況を包括支

援センターと共有

ⅲ 
民生委員、町内会・自治会

等、地域との連携強化 

・包括支援センター職員と顔のみえる関係づくりが必要

・特に丸子地区の民生委員区域が３包括支援センターに

分かれており連携しづらい

・包括支援センター広報紙の作成 

・地域が行う定例会や行事への参加 

・圏域会議参加への呼びかけ、

・高齢者生活状況調査の連携 

・各所管課（地域ケア推進課、地域振興

課）との情報共有

包括支援センターか

らの情報をそれぞれ

の担当区域から得な

ければならないとい

う地域の関係者の負

担軽減への方策 

ⅳ 
特殊詐欺や消費者被害防止

のための啓発 
ー 

・コロナ禍で在宅の高齢者も多く詐欺被害に遭うことが

懸念される 

・特に独居の高齢者が被害に遭うケースが目につく

・包括支援センター連絡会議時における

警察署や消費者行政センターとの事例

等の共有 

・訪問時における注意喚起及び啓発物の

配布 

・被害情報の区への報告

・個別の被害情報の集約及び連絡 

・包括支援センター向けに講習会を企画 

・啓発物の提供

2 
多問題ケース

事例等の対応

強化

ⅰ 
地域包括支援センターの各

専門職の実践力の向上 
ー 

他包括の職種同士で情報交換する機会がないことや経

験年数の浅い職員も多い 
区内包括合同の職種別交流会の実施 

・交流会の運営支援や区職員の参加 

・他機関も交えた開催方法の検討 

実施結果の共有及び

取り上げられた課題

等に関連した研修カ

リキュラムへの反映 

ⅱ 
地域包括支援センターによ

る支援方法 

複合的な問題ケースが増えてきており対応が難しくな

っている状況にある

・包括支援センター連絡会議における事

例共有 

・各種研修や勉強会の参加

ケース事例の共有や個別会議の参加に

よる対応方針の確認

対応事例集作成の検

討 

研修の実施

ⅲ 
区役所内の関係課・係との

連携 

複合的な問題ケースが増えてきており対応が難しくな

っている状況にある

関係部署との情報共有や他機関連携に

よる対応

困難ケース時の支援

方針へのかかわり

3 

閉じこもり高

齢者への働き

かけによる虚

弱化の予防

ⅰ 
コロナ禍で休止している主

催活動の再開 

・主催事業が休止を余儀なくされ、閉じこもりや虚弱化

が懸念される、自主活動グループの高齢化・外出する機

会の減少による体力低下の懸念 

・感染予防に十分配慮した実施方法によ

る活動の再開・自主活動グループの状況

把握 

・感染対策等についての情報提供・区関

係課と課題について情報共有 

ⅱ 介護予防事業との連携   
コロナ禍で介護予防事業の中止・延期、外出自粛による

活動制限・活動量の減少

感染予防に十分配慮した主催事業の再

開

取組の共有と専門機能を活かした協力

体制の構築

ⅲ 
高齢者が参加しやすい居場

所づくり 

（通える・集ま

る 場 所 に つ い

て） 

小杉、今井、市ノ

坪、宮内 

・「老人いこいの家」等の通える・集まる場所がない又は

アクセスが不便 

・コロナの影響で地域活動や集いの場休止している状況

にある 

・自主活動グループの担い手の高齢化

・代替え場所による事業の実施 

・地域活動グループの状況把握と再開へ

の支援

・活動の担い手の現状及び課題について

区関係課と共有 

・お出かけマップの作成、配布



中原区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

4 

ケアマネジメ

ント支援体制

の充実

ⅰ 
地域包括支援センターによ

るケアマネジャー支援 
ー 

コロナ禍の影響で主催する勉強会等が書面会議やアン

ケート形式が多く、進行が一方通行になりがちでケア

マネの意見が集約しづらい 

・具体的なテーマに絞る等、事例検討や

実践的な内容で開催していく 

・他の包括支援センターの実施状況を共

有しながら開催する 

・地域の関係者も交えた地域ケア圏域会

議の開催 

ⅱ 
川崎市介護支援専門員連絡

会中原区との連携 
ー 

・コロナ禍の影響で勉強会等の会の活動の制約が大き

く、個々の会員の困りごとや制度変更等の周知が行き届

いているか掴みにくい 

・オンライン会議に不得手とする会員への対応

・相談支援ケアマネジメント推進委員会

において連絡会の活動の状況把握 

・区との支援方法の検討

・相談支援ケアマネジメント推進委員会

において連絡会の活動の状況把握 

・包括支援センターとの支援方法の検討

他区の川崎市介護支

援専門員連絡会にお

ける課題の状況把握



区課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づき整理した地域課題） 

高津区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事

項 
包括 区 

1 

支援が

必要な

高齢者

が適切

なタイ

ミング

で相

談・支

援につ

ながる

ように

する。 

ⅰ

高齢化が進んでい

る公営住宅・大型

マンションの実

態・課題把握 

二子、下野

毛、久末、

東野川、下

作延、わら

く包括全地

区、すえな

が包括全地

区 

高齢者住宅では、自治会を支えるマンパワー

がない。公営住宅は独居・高齢者・低所得者

層・障害者・身寄りのない人も多い。精神疾

患・生活保護受給者も増えている。困難事例

が増えている。新たな住人との関わりが少な

いなど、転入に伴う問題が生じている。手す

り設置など住環境の整備依頼が多い。民生委

員からも、住民とのつながりが持てていない

との意見あり。自治会や老人会に入っていな

い大型マンション居住者が存在する。 

・町会や自治会を通じてパンフレットや広報誌の配布、掲示板の活用な

どをおこない、包括の周知をおこなう。できる限り手渡しし、顔の見え

る関係を作る。 

・自治会や住宅管理人等との連携や同行訪問の実施。 

・新型コロナウイルス感染拡大の情勢に配慮しつつ、公営住宅等への挨

拶、住民との意見交換の実施を目指す。 

・会議等で民生委員と顔合わせた時には気になる高齢者がいないか情報

共有していく。 

・市営住宅・○○マンション等、対象を絞った包括通信を作成・配布す

る。                    

自治会との連携支援 

・住宅供給公

社やマンショ

ンの管理会社

への働きかけ 

ⅱ

近隣地域との関係

が希薄な高齢者へ

の相談先の周知

二子、下野

毛、溝口、

リ・ケア向

ヶ丘全域、

蟹ヶ谷、す

えなが包括

全地区

外出・交流の機会や場所を求める相談が多

い。一人暮らしで地域との関係が希薄だと重

症化・困難化してから発見されることが多

い。地域活動の参加者が固定している。地域

活動の参加率が減り住民同士で普段の様子を

確認することが困難。古くからの住民は高齢

化し、新たな住民との関わりは希薄化してい

る。 

令和元年度高齢者実態調査（一般高齢者調

査） 

(問 20)近隣との交流について、年齢が高くな

ると友人との定期的な行き来がある人の割合

が低下する 

(問 23)不安や困りごとがある一人暮らし高齢

者の割合 45.1%

・相談先を周知する機会を広げるための取組として、広報誌設置依頼や

掲示板を利用する。 

・地域の人が気軽に参加できるイベントを企画する。 

・地域内での相談会の開催や会食会からの情報収集

地域関係者を対象とした地域包

括支援センター機能・役割の周

知

・地域との交

流、地域での

活躍の大切さ

について、幼

少期～高齢期

までの幅広い

啓発

ⅲ 介護予防段階の高

齢者(６０・７０歳

代)への相談先の周

知 

溝口、下作

延、久地 

元気な人は包括を知らない人が多い。６０・

７０歳代は相談が少ない。介護予防のために

介護予防事業への参加を促したいが、事業を

知っていても参加する人が少ない。 

・統計データから、60・70 代からほとんど相談がない。日常生活の状

況等を既存の調査や地域住民の状況を調べ、今後の周知方法や介護予防

事業等検討していく。                

・担当地域の公園体操への顔出しを行い、包括の広報を行うとともに気

になる高齢者がいないか確認していく。

・いこいの家などにて介護予防活動を行い、介護予防のための情報発信

を行うとともに包括が高齢者の相談窓口であることの広報を行う。

・地域ケア圏域会議、地域ケア個別会議を開催する。自治会や老人クラ

ブ等とコラボしたチラシを作成・配布する。      

・地域関係者を対象とした地域

包括支援センター機能・役割の

周知     

・地域支援課と地域包括支援セ

ンターの年間事業目標の共有 



高津区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事

項 
包括 区 

1 

支援が

必要な

高齢者

が適切

なタイ

ミング

で相

談・支

援につ

ながる

ように

する。 

ⅳ
コロナ禍でのニー

ズ把握の機会検討 

下野毛、下

作延、溝

口、わらく

包括全地区 

集いの場が休止し、ネットワーク希薄で要介

護度が高くなる事例あり。町会・自治会もイ

ベント自粛。民生委員の活動が少なくなって

いる。相談件数が昨年が増加。一昨年 9954

件、昨年 10261 件。 

・いこいの家などにて介護予防活動を行い、介護予防のための情報発信

を行うとともに包括が高齢者の窓口であることの広報を行

う。

・新たな集いの場の創出 

・新型コロナウイルスの影響により外出自粛、地域活動休止の状況であ

り地域ネットワーク構築に向け検討・情報交換の場を持つ。

ⅴ

虚弱化してきてい

る高齢者の把握や

予防的な働きかけ

の機会の検討 

全域 

老人クラブ役員や公園体操運営者より、会

員・参加者が減っているとの声がある。老人

クラブ会員は R2年 2501 人、R3 年 2417 人。

老人クラブが少なく、高齢者への関わりが困

難になっている。大規模マンションはセキュ

リティ強化のため、マンション内の人間関係

が希薄。マンション・アパート等に他から転

居してきた居住者との交流は希薄。民生委員

からもオートロックマンションの実態把握が

難しいと声がある。自治会役員と住民による

話し合いが定期的に行われていない。 

・各地域の自治会や老人クラブ、地域コーディネーター等と連携して、

情報収集を行う。

・担当地域のイベントや公園体操等に継続的に参加し、地域の対象者の

把握を行い、地域包括支援センターの機能を周知することにより、対象

者把握を拡大していく。

・介護予防活動を行い、住民の実態把握を行うとともに、介護予防のた

めの情報発信を行う。                      

・地域ケア圏域会議、地域ケア個別会議を開催する。自治会や老人クラ

ブ等とコラボしたチラシを作成・配布する。 

自治会との連携支援 

・マンション

管理会社への

働きか

け

・地域との交

流、地域での

活躍の大切さ

について、幼

少期～高齢期

までの幅広い

啓発 

2 

地域生

活の中

で必要

な地域

資源が

確保で

きるよ

うにす

る。 

ⅰ

ゴミ出し・買い物

など不足している

サービスの洗い出

し 

下野毛、久

末、北野川、

蟹ヶ谷、上

作延、下野

毛、千年地

域の団地 

タクシー迎車が頼めない地区がある。坂や階段

があると外出の機会が減る。坂が多く買い物に

困る。バス停やスーパーが遠い。EV がない集合

住宅では、ゴミ出しができない人がいる。高台

から主要道路までの公共交通機関がない。医療

機関・商店が少ないうえ、路線バスがないもし

くは少ない。ノンステップバスがないと利用で

きない人がいる。ヘルパー事業所の不足。 

・互助ボランティアの検討。                   

・自治会、地域コーディネータ－との情報共有とニーズの確認。

・移動販売などの現状を把握し、必要とする高齢者へ情報提供を行って

いく。 

ⅱ

介護サービスだけ

では不足している

資源の情報共有

上作延、下

作延

坂が多く、宅配サービスを利用する人が多

い。

・地域住民が利用している宅配サービスについて、訪問の際に情報収集

し、必要な方に情報提供をしている。

・宅配サービスを知らない方へ情報提供するとともに、移動スーパー利

用の可能性についても必要時に情報提供していく。移動販売業者のリス

ト作成

ⅲ

必要な資源導入・

支援について、地

域の人達と検討

北野川、蟹

ヶ谷、すえ

なが包括全

地区

移動スーパーを提案し、自治会で導入した事

例があった。

・自治体や地域コーディネーターとの連携と情報共有のためのリサーチ

・配達・配食等のサービス一覧表を作成し、紹介する。
自治会との連携支援

社協の移送サ

ービスやバス

会社、スーパ

ー、コンビニ

への働きかけ



高津区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事

項 
包括 区 

2 

地域生

活の中

で必要

な地域

資源が

確保で

きるよ

うにす

る。 

ⅳ
地域活動の担い手

の発掘・育成

リ・ケア向

ヶ丘包括全

地区、下野

毛、すえな

が包括全地

区

自治会を支えるマンパワーが少ない。老人ク

ラブ役員・公園体操運営者より「会員・参加

者が減ってきている」との声がある。老人ク

ラブ会員は R2年 2501 人、R3 年 2417 人。 

令和元年度福祉活動に関する調査 

(問 9) 

活動を行う中での困りごと 

スタッフの高齢化   57.4% 

新たなスタッフの確保 53.7% 

・地域活動の際に、包括職員が参加し、脳トレやレクリエーションを提

供したり、体操をしてくれる事業者を紹介するなどして活動が活発にな

るよう支援を行う。

・地域ケア圏域会議、地域ケア個別会議を開催する。自治会や老人クラ

ブ等とコラボしたチラシを作成・配布する。

自治会との連携支援

地域との交

流、地域での

活躍の大切さ

について、幼

少期～高齢期

までの幅広い

啓発

ⅴ
不足している資源

の創設

上作延、千

年地域の団

地

介護保険で対応できないニーズがあり、定期

的な安否確認や受診同行についての相談があ

る。データはないが、１割程度の感覚。自治

会が中心となるゴミ出しボランティアの創設

を検討したい。

・ゴミ出しや受診同行、安否確認など相談の多いニーズについて、その

都度相談にのり、対応可能な方法をアドバイスする。

・自治会が中心となるゴミ出しボランティアの創設

自治会との連携支援

3 

複合的

な課題

を抱え

る高齢

者とそ

の家族

へ包括

的な支

援強化

を図

る。 

ⅰ
高齢者支援担当者

の支援能力の向上 
全域 

異動で高齢者支援業務に初めて従事する職員

も多い。（現 Cw4名とも初めての従事） 

係内で事例共有する機会がない。 

虐待等困難事例の対応を担当している。（令和

２年度 虐待通報件数 40 件、コア会議 26 件）

・複合的な課題を抱える高齢者及び家族への支援について、必要に応じ

て、他機関への相談も行いながら対応する。

・職場内での定例会議時に事例の共有と支援検討を行う。

・法人内、職場外の研修会へ参加し資質向上を図る。

・区高齢者支援担当者との支援検討会議を行い、各ケースについて支援

の確認を行う。    

・電話等で情報共有をこまめに行う。

・地域ケア圏域会議・地域ケア個別会議への出席を依頼する。 

高齢者支援係内で、月 1 回事例

検討・共有を行う。 

研修会へ積極的に参加する。 

高齢者支援関

係の研修会の

充実。 

ⅱ
関係機関と適宜支

援方針を確認
全域

高齢者だけではなく、家族が支援対象となる

ことがあり、区関係部署、包括、ＣＭ、事業

所等多くの支援機関が関わることが多い。

・カンファレンスや地域ケア会議を開催し、各関係機関との情報共有と

支援方針を確認する。                    

・区高齢担当と支援検討会議を行う。

・高齢者支援に止まらないケースケースについては、それぞれの専門的

な機関と相談し、役割分担を行う。

カンファレンス等に、状況に応

じて関係機関にも参加を呼びか

け、支援方針を検討する。 

包括と年 1 回事例共有・検討す

る機会を持つ。

ⅲ

地域コーディネー

ター等専門的な助

言を受ける機関を

把握し活用

全域

ＳＶ等事例検討に関する助言を受ける機会が

少ない。 

事例の課題が複合的で、支援に必要な知識が

乏しい側面がある。

・会議への参加を依頼し、顔の見える関係を構築する。

・関係機関を含めた個別ケア会議を開催する。支援方針や内容等を検討

し専門的な機関に助言を求めることで連携及び知識を深める。

・専門相談機関の役割を把握し、活用していく。

地域コーディネータやアルコー

ル相談・弁護士相談等相談可能

な情報を収集する。 

包括との事例検討会に地域コー

ディネーターにも参加してもら

い助言を得る。



高津区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事

項 
包括 区 

3 

複合的

な課題

を抱え

る高齢

者とそ

の家族

へ包括

的な支

援強化

を図

る。 

ⅳ

関係部署・機関と

連携した包括的な

支援の実施 

全域 
高齢者と障害者世帯への支援では、制度が異な

り状況把握ができない。 

・多問題世帯の課題について課題整理を行い、区関係部署へ相談を行い

つつ、横断的な相談と支援を行えるようにする。

・地域ケア会議等においてそれぞれの専門的な機関に助言を求めること

で連携及び知識を深める。                 

・「たかつ○輪ファミリーネット」で事例を通じた現場レベルでの児

童、障害、高齢者の関係機関連携を図る。

・ケアマネ向け勉強会を開催し、障害の制度について理解を深めるとと

もに、顔合わせをする機会を作る。 

区関係部署からの支援に必要な

情報収集を行い、包括と共有す

る。 

日頃から、区関係部署との関係

づくりを図る。 

特に障害分野

においては、本

人・家族の希望

がないと支援

を行いにく状

況だが、包括と

同様に希望の

有無にとらわ

れない支援体

制を検討する。

ⅴ
障害者・認知症へ

の理解促進

久末、東野

川、わらく

包括全地区

子に精神的な障害があるが障害のサービスに

繋がらなかったり、親子関係に共依存がある

など、介入が困難なケースが多い。わらく包

括ではここ 1-2 年で 8-9 件支援している。市

営住宅・県営住宅の密集地。独居や高齢者世

帯が多い。低所得者層や身寄りなし、障害者

も多い。精神疾患、生活保護受給者が増えて

いる。市営住宅の高齢化が進み独居や老老介

護、精神疾患など困難事例が増えている。

・認知症サポーター養成講座の開催。

・住民への相談窓口の周知。               

・関係機関に地域ケア会議への参加を依頼し、障害・認知症を学ぶ機会

を得る。                       

区関係部署からのイベント等の

周知

個別ケア会議開催時に総合リハ

ビリテーション推進センターに

参加してもらい助言を得る。

4 

災害か

ら高齢

者を守

るため

の取組

を促進

する。 

ⅰ

高齢者やその家族

への防災に関する

啓発 

全域 

令和元年東日本台風で水害発生（高津区 死者

１人、り災証明書申請済件数 5,240 件） 

背景として、子どもが独立した高齢者世帯が増

え支援が必要な地区や、高齢者世帯が少ないが

家族から相談が多い地区もある。 

ケアマネが、避難を勧めても、応じない事例が

あった。 

被災の話題が減り、災害に関する記憶の風化を

感じている。 

令和元年度地域福祉実態調査 

(問 38)防災に関する意識が、東日本大震災直

後と比べて薄れてきている人の割合 39.7% 

・災害時の対応における準備、行動について、専門職で情報共有を行う。

分かりやすく整理し、普及啓発できるように準備する。

・地域活動やイベント、個別での支援を通じて高齢者や家族にも情報の

啓発を行う。

・マイタイムラインを紹介、作成を支援する。

・地域の防災訓練に参加し、住民との情報共有を行う。

区役所危機管理担当が実施する

防災訓練への協力。 

包括で実施する啓発への協力。 



高津区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事

項 
包括 区 

4

災害か

ら高齢

者を守

るため

の取組

を促進

する。

ⅱ

福祉関係者への防

災に関する情報提

供

全域

ケアマネから被災前後の高齢者の対応に苦慮

したとの声が挙がっている。 

令和２年度に実施した区内二次避難所へのア

ンケートで、コロナ禍での受入れ配慮・制限

が必要とほとんど施設が回答していた。

・地域包括支援センターの感染症対策の取組や感染症発生時や自然災害

発生時の業務継続ガイドライン(ＢＣＰ)を検討する。

・高齢者に起こりやすい課題についてあらかじめ被災前後で起こりうる

こと、検討できるよう区相談支援ケアマネジメント調整会議や包括主催

の会議、研修等を通じてで情報を共有、提供する。

・相談支援ケアマネジメント調整会議にて、ケアマネを主な対象として

災害支援をテーマにマイタイムラインなどの情報提供を行う。

・災害時の受け入れ施設の情報収集と情報提供を行う。高齢者の避難に

ついて、どのような選択肢があるのか情報収集し連携できるようにして

いきたい。

二次避難所ネットワーク会議で

最新情報の提供。 

相談支援・ケアマネジメント推

進委員会での情報提供や、調整

会議の支援。

マイタイムラ

インに関する

ケアプラン作

成に係る報酬

の整備。

ⅲ

地域との避難支援

のための情報共

有・検討 

全域 

災害時に自力避難ができない人に関する記載

が、災害時要援護者支援制度リストにはない。

本当に避難支援が必要な人の記載がないと地

域住民から声が聞かれている。 

令和元年度地域福祉実態調査 

（問 39）見守りや防災のために個人情報を共

有・活用しても良いと考える人の割合

72.1% 

・区相談支援ケアマネジメント調整会議等にて防災時や避難時に必要な

情報共有と方法について検討できるようにしていく。

・地域ケア会議を開催する。すでに相談を受けている自治会については、

「一人暮らし高齢者等の災害時の避難支援リスト」を作成する。

・災害時要援護者支援制度について周知する。

・自治会等と連携し、情報共有や検討を行う。

・災害時に避難できない可能性がある方について、地域住民と連携し支

援方法について検討する機会を作りたい。

区危機管理担当と課題を共有す

る。 

災害時要援護者避難支援制度会

議への出席。 

健康福祉局内

の災害時要援

護者支援制度

所管課へ情報

提供し、今後の

検討事項とし

てもらう。 



区課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づき整理した地域課題） 

宮前区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

1 
支援を要する高

齢者の早期発見

及び早期支援

ⅰ 

単身・高齢世帯で支援拒否に

よる孤立、発見・相談の遅れ

<課題分類①（A）> 

全域 

社会とのつながりが薄く、生活困窮も重なり本人や

家族よりもネットワークからの相談が多い。重症化

するまで相談が入りにくく、支援の介入も拒否的。

自治会との連携やキーマンとなる住民

からの情報収集。孤立しがちな人でも

スーパーや銀行、米店との接点はある

ため、情報収集及び包括・介護保険制

度の周知

・地域活動への参加時の民生委員や地

域住民との関係構築 

・地域のネットワークや関係機関等と

の連携による、相談につながるきっか

けづくりや支援・見守りの方法等の検

討及び対応 

ⅱ

介護サービスの受け入れに

くさ 

<課題分類⑤（B）>

宮崎、神木（ビ

オラ宮崎） 

五所塚（フレン

ド神木）

持ち家等の資産があり、困窮はないものの、現役

時代のイメージが本人と家族に強く、初期症状が

生じても受け入れにくく、初回相談まで時間を要

す。

子ども世代への普及啓発、相談先の周

知。また、若い世代からの理解支援に

向けて中学校等での認知症講座(宮前

平包括開催）

全世代に向けた認知症理解 

への普及啓発

若い世代を含めた

認知症の理解促進

に向けた取り組

み、地域包括支援

センターの機能・

役割の周知の強化

ⅲ 

自治会、民生委員、地域の居

場所づくりに取り組む住民

団体との連携 

<課題分類①（H）> 

全域 

自治会や民生委員に地域から困り事が寄せられる

も、コロナ禍で個別訪問をしにくくなっている。ま

た、民生委員の欠員等がある地域は情報の拾い上げ

に難を要す。 

改選後の新任民生委員との関係構築、

社会福祉協議会との連携

・高齢者生活状況調査（ひとり暮らし

調査）による連携 

ⅳ 

自治会に入らない世帯の増

加 

<課題分類①（B)、①（C）> 

宮崎（大塚地区）

（ビオラ宮崎） 

馬絹、宮前平（宮

前平包括） 

本人の意向による自治会未加入が増え情報把握の

難しい世帯がある。また、大型マンション自体が自

治会未加入で、独自自治会を有していることも有

り。 

マンション管理組合等との関係構築、

相談先の周知

地域包括ケアシステムの説明場面や町

内会・自治会との活動機会を活かした

自治会加入の意義の発信 

2 
包括的な相談支

援の強化

ⅰ 

潜在的ケースの発見及び虐

待ケース支援 

<課題分類①（H）> 

全域 

昨年度の新規相談や虐待通報件数が一昨年よりも

減少している地域も有。コロナ禍で交流機会の減少

により周囲に気づかれにくいこと、必要な情報も得

にくい状況によりセルフネグレクトや虐待の潜在

化を懸念。 

ケアマネ、民生委員、自治会、介護施

設や介護事業所との連携。

各機関とのネットワーク構築と緊急時

の対応。 

ⅱ
８０５０問題への支援 

<課題分類③（B）>
全域

経済困窮の有無に関わらず、親子での同居に長期

化するひきこもり課題を抱えている世帯有。家族

内で抱え込み、子は社会との接点が限られ、疾患

等も有することで複雑化している。

区役所、医療機関、障害者支援センタ

ー、だいＪＯＢセンター、ひきこもり

地域支援センター等との連携

地域みまもりセンター内及び中部リハ

ビリテーションセンター等との障害者

支援部門との連携

必要な支援力を向

上させるための研

修開催、他区の事

例等の共有機会の

創出

ⅲ 
ケアマネ支援 

<課題分類③（B）、③（C）> 
全域 

ケアマネは要介護者を把握しており、虐待通報もあ

るため、必要な連携と支援を行う。 

ケアマネの個別相談や研修、調整会議

の実施による実態把握。

包括がケアマネ支援をできるように状

況把握と共有。 

ⅳ 
権利擁護支援 

<課題分類⑤（D）> 
全域 

認知症が進行し、家族が遠方で支援を受けることが

できない。もしくは同居家族のサポートが弱いた

め、本人の判断能力低下等により、成年後見を検討

している住民の相談が多い。 

成年後見センターとの連携、法律専門

職とのネットワークの構築

成年後見センターとの連携、市長申立

実施 



宮前区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

3 
閉じこもりと機

能低下への予防

ⅰ 

コロナにともなう地域活動

（カフェやサロン）の自粛、

交流機会の減少<課題分類④

（H）> 

全域 
コロナ禍における適度な運動や飲食を伴う地域活

動の自粛 

公園体操や健康面等の情報誌発行、お

てがる情報館（富士見プラザ）等の野

外での活動実施

・高齢者の介護や生活に関する展示の

実施 

ⅱ 

健康支援による体力維持と

フレイル予防 

<課題分類④（A）、（B）> 

野川 

高低差ある地域の中でひとり暮らしもしくは高齢

者のみの世帯が多い。生活資源が離れており、日常

的に頼める人もいない。バス停は遠く、タクシーに

乗るのも困難。 

健康づくり及び筋力低下防止に向けた

介護予防体操の実施と情報提供

・健康づくりやフレイル予防等を目的

とした地区活動の支援 

・公園体操等身近な地域で実施されて

いる活動等の情報発信 

ⅲ 

地方から転入する高齢者世

帯。知人等がおらず孤立 

<課題分類④（D）> 

小台、犬蔵（レス

トア川崎） 

宮前平（宮前平

包括） 

子どもが宮前区に住むという理由で転入する高齢

夫婦が多いエリア。ただ、転入後に山坂ある地形で

あることを知り驚く。傾斜で外出しにくく、地域の

つながりをもちにくい。 

事前相談の促し(広報誌や SNS 等の活

用）
地域情報の広報   

ⅳ 

イベントへの男性参加の拡

充 

<課題分類④（E）> 

宮前平（宮前平

包括） 

認知機能の低下等を認めることができず、イベント

を実施しても特に男性参加は限定的。参加を増やす

ため、男性向けプログラムの実施（宮前平包括） 

コロナの状況次第で、男性向けプログ

ラムの再開と拡充

・食生活改善推進員による男性向け料

理教室の活動支援 

・地域活動の場面等での男性参加への

呼びかけ及び紹介 

4 

高齢者が暮らし

やすい地域づく

りに向けた取り

組み

ⅰ 

公営団地における複合的課

題 

<課題分類③（Ａ）> 

区内公営団地 

高齢化率が高く、経済的にもゆとりがない。団地内

に共助のネットワークはあるものの、互いが要支援

であることも多い。また、長年の生活習慣からごみ

屋敷化している世帯も有り。 

区役所、ケアマネ、自治会、民生委員、

住宅供給公社等との連携

相互理解に向けた各機関との共有及び

まちづくり局住宅管理課との連携 

ⅱ 

外出困難さの環境把握及び

改善 

<課題分類②（A）、②（D)> 

市営高山団地

（フレンド神

木） 

市営初山団地

（鷲ヶ峰） 

市営・県営野川

団地 

（みかど荘） 

市営・県営有馬

団地 

（富士見プラ

ザ） 

南平台 

地域内のほとんどが坂道。生活資源も遠く、坂道を

休むためのベンチは限られている。エレベーターの

ある団地もごく限られ、一部、買い物支援バスが実

施されている地域もあるが限定的。 

買い物支援バスの広報
地域や地理環境にともなう外出困難さ

の状況把握 

外出困難の改善に

向けた取り組み（社

協の買い物支援バ

スのルート拡大等）



宮前区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

4 

高齢者が暮らし

やすい地域づく

りに向けた取り

組み

ⅲ 

エリア情報の把握及び予防

的支援 

<課題分類①（D）> 

全域 

地域別（町丁別等比較できる）の独居世帯や高齢者

世帯、受診情報等の健康に関わる統計情報の把握に

基づく重点的な取り組み。 

客観的な地域と健康に関する情報把握

を通じた予防的支援への取り組み

地域包括ケア圏域毎の「地区カルテ」

や既存の統計情報の活用 

地域別（町丁別等比

較できる）の独居世

帯や高齢者世帯、受

診情報等の健康に

関わる統計的な情

報の把握及び提供 

ⅳ 
包括職員の欠員状況の改善 

<課題分類⑤（D）> 

包括職員が欠員している状況では、日々の相談業務

に追われてしまい、地域全体への支援やネットワー

クづくりに手が回せない。また、職員の心身負担も

増大。 

改善に向けて本庁との連携 

包括センター職員

欠員状況の改善に

向けた取り組み 



区課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づき整理した地域課題） 

多摩区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

1 

【総合相談支

援事業】 

支援を要する

高齢者が適切

に相談・支援

につながるよ

うにする。

ⅰ 

障害者福祉、生活保護、高

齢者福祉など、制度横断的

な支援の実施 

長 沢 壮 寿 の 里

(長沢) ほか 

・事例検討や個別ケース会議等を通じ

たノウハウの蓄積 

・研修会への積極的な参加 

・事例検討や個別ケース会議等の運営

支援 

・分野横断的研修会の企画・実施 

・区内の他包括の職

員と意見交換や情

報交換を行える機

会を作ってほしい。

・身元保証サービ

ス、高齢者の自動車

運転、依存症への対

応等に関する研修

を実施してほしい。

ⅱ
地域包括支援センターのさ

らなる認知度向上
全地域

・施設案内の配布・配架 

・地域活動を通じた周知

・施設案内の配布・配架 

・地域活動を通じた周知

ⅲ

町会未加入や地域活動不参

加、地域包括支援センター

と居住地が離れている高齢

者に対する適切な情報提供

太陽の園(栗

谷) 、登戸(宿

河原１・２丁

目) ほか

・地域活動への参加呼びかけ 

・訪問相談の案内などの広報の実施

・地域活動参加呼びかけ 

・民生委員児童委員等との連携

2 

【権利擁護業

務】 

高齢者の権利

擁護対象の早

期発見・早期

支援及び予防

的支援につな

げる。

ⅰ 

高齢者生活状況調査の結果

を活用したひとり暮らし等

高齢者の実態把握及び緊急

対応 

全地域   
・相談やサービス利用者情報による把

握や地域団体等からの情報収集 

・高齢者生活状況調査の実施 

・地域見守りネットワーク事業の運用 

ⅱ 成年後見制度の利用促進

多摩川の里(全

体)、太陽の園

(西生田) ほか

・市成年後見支援センター、あんしん

センター、だい JOB センター等との連

携

・市成年後見制度利用支援事業の実施

ⅲ

同居家族の介護力不足やタ

ーミナル期の支援に関する

知識不足への対応

菅の里(全体) 

ほか

子による呼び寄せによる住み慣れない地域での孤立

化

・地域カフェや認知症カフェ等を通じ

た介護者支援の実施

・認知症サポーター養成講座の開催 

・認知症訪問支援事業の実施

ⅳ 
特殊詐欺被害をはじめとし

た消費者被害への注意喚起 

し ゅ く が わ ら

(長尾、宿河原、

堰) ほか 

高齢者の詐欺被害の件数変動 
・地域活動を通じた状況把握と注意喚

起による未然防止 
・市消費者行政センターとの連携支援   



多摩区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

3 

【包括的・継

続的ケアマネ

ジメント業

務】 

多様かつ複合

的な課題等に

対応可能な支

援体制を構築

する。

ⅰ 

民生委員児童委員、町内

会・自治会、社会福祉協議

会及び医療機関等との相談

支援ネットワークの構築 

全地域   ・地域ケア会議等を通じた取組の推進 ・地域ケア会議等を通じた取組の推進 

・独立型ひとりケア

マネジャーが病気

や災害により業務

継続が困難となる

ことを避けるため

の支援制度を構築

してほしい。 

ⅱ
介護支援専門員等の実践力

向上支援
全地域

・事例検討会やケアプラン振り返り研

修等の実施 

・同行訪問やケアマネージャー相談支

援表を活用した支援の実施

・区介護支援専門員連絡会との連携に

よる取組支援

4 

【介護予防ケ

アマネジメン

ト業務】 

閉じこもり高

齢者への働き

掛けにより虚

弱化を予防す

る。

ⅰ 
区や老人クラブ等との連携

による外出機会の創出支援 

長沢壮寿の里

(全体)、花ハウ

ス(菅仙谷、生

田、枡形、菅仙

石、菅馬場、寺尾

台、生田) ほか

・地域ケア会議等を通じた取組の推進

・自宅でできるフレイル予防の発信 
・地域団体等との連携による活動支援 

・空き家を活用し

て、地域住民が集え

る場所を増やして

ほしい。 

ⅱ

地域リハビリテーションセ

ンター等との連携によるケ

アマネジメントの強化

全地域
・地域リハビリテーションセンター等

との連携

・地域リハビリテーションセンター等

との連携支援

5 

【その他】 

災害時におけ

る福祉支援体

制を構築す

る。

ⅰ 

地域交流が少ない地域等の

高齢者に対する災害時要援

護者避難支援制度の登録勧

奨の推進 

多摩川の里(全

体)、太陽の園

(南生田) ほか 

・災害時要援護者避難支援制度の登録

勧奨 

・見守り対象者リストの定期点検 

・災害時要援護者の避難支援 

・災害時要援護者の安否確認 

ⅱ

高齢者に対する日頃からの

備えやマイタイムラインの

周知等の防災啓発の推進

全地域 ・地域の防災訓練への積極的な参加
・自主防災組織や避難所単位での会

議・訓練の開催情報等の共有



区課題整理シート（地域包括支援センター事業計画等に基づき整理した地域課題） 

麻生区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

1 

支援を要する高

齢者が適切に相

談・支援につな

がるようにする

ⅰ 

急斜面にある住宅地で、買い

物に困難を抱える住民が多

く、移動支援が必要。 

多摩美、高石１～３

丁目、三井山百合

会、日生百合丘自治

会、三井百合丘第三

地区自治会、三井山

百合会、岡上、下麻

生、細山、栗木台、

栗木、向原、弘法の

松親和会、片平、金

程、 

・近くにスーパーが無い。（岡上地区は移動スーパー「と

くし丸」有り。） 

・移動販売「ローソン号」実施していたが、客の減少に

より撤退した。 

・自治会と連携した訪問調査 

・地域（住民・自治会等）からの情報収

集、ニーズ調査 

・自治会との連携支援。 

・地域ケア推進課・地域支援課と連携、

課題整理 

・制度創設など課題

解決に向けた検討 

・移動スーパー等へ

の助成やサービス拡

大への後押し 

ⅱ

地域住民とのつながり薄く、

重度化してからつながるケー

スが多い。 

多摩美、高石１～

３丁目、百合丘勧

交会、弘法の松親

和会、新百合丘自

治会、下麻生、は

るひ野、古沢、 

・持ち家率が市内ＮＯ．１。 

・自治会の活動が年を重ねてから転入し、マンション

暮らしをしているなど、つながりや交流の機会が少な

い。お金も知識もある住民は関わられることを好ま

ず、行き詰ってから相談に繋がる。親の資産でこの世

帯が働かずに家におり、８０５０問題となるケースが

多い。 

・自治会と連携した訪問調査 

・民生委員やキーマンとなる住民から

の情報収集、インフォーマルの情報収

集 

・地域包括支援センターの周知 

・地域ケア推進課による自治会ヒアリ

ングの結果を包括と共有。 

・ひとり暮らし調査 

・見守りネットワーク連絡会 

・地域包括支援センターの周知。 

・地域のネットワー

ク構築に向けた関係

各局との連携 

・統計情報など課題

把握につながる情報

の共有及び考察 

・包括的相談支援体

制の整備 

ⅲ 
大規模分譲マンションへの相

談先周知

新万福寺町内会、大

規模分譲マンショ

ン管理組合・自治

会、山口台自治会、

はるひ野、五力田、

白鳥、白山、 

地域交流の場が少なく、相談先等を把握していない可能

性がある。町会未加入、民生委員不在もあり。認知症独

居、介入拒否、オートロックで実態把握できないなど、

特有の課題あり。

マンション管理組合との関係づくりに

よる相談先の周知

・自治会組織等に関する情報の共有 

・区役所内における連携の強化（地域ケ

ア推進課、地域振興課など）

・住宅部門との連携

による分譲マンショ

ンへの相談先周知

ⅳ UR 住宅との連携
虹ヶ丘１～３丁

目

保証人なしで入居できるため、高齢になってからの転入

者も多く徘徊や緊急連絡先の確認など課題
住宅の生活支援員との連携 今後検討 今後検討

2 

障害や生活困窮

など世帯単位の

課題があり包括

的なケースワー

クの必要性があ

る事例への対応

強化

ⅰ 
多機関連携における高齢者支

援担当のコーディネート能力

の向上 

下麻生、白山、王

禅寺３～６丁目、

岡上、白山、 

多機関連携の際に困難さを感じることに「障害（精神）

との連携」が多く上がっている（令和元年度市アンケー

ト） 

８０５０問題 

・精神保健係、障害者支援係、障害者相

談支援センターとの連携及び関係構築 

・障がい者相談支援センター、障害者支

援係、精神保健係との情報交換会の実施 

・定例カンファの活用等により、事例を

踏まえた役割分担の確認や各機関の業

務内容や職員体制の理解などを通じた

連携を深める。 

・局担当部署の連携

強化 

・業務標準化のため

のマニュアル等整備 

ⅱ 
地域包括支援センター職員の

ケースワーク力の向上、様々な

視点からの支援方針の確認

－

欠員や勤務年数の差があり包括内におけるケース検討・

ＯＪＴが難しくなっている。センター長の負担も増えて

いる。

個別ケア会議での事例積み上げ 

関係者のネットワーク構築

・総合リハビリテーション推進センター

と連携した、区単位の定期事例検討会

（麻生区高齢者支援カンファ）の開催

・各区の事例共有 

・受託法人との連絡

調整 

・研修体系の見直し

ⅲ 

神奈川県警と様々な連携が進

む中で、高齢者虐待や高齢者の

独り歩きへの対応では役割の

理解や連絡調整の適正化が望

まれる。

ー
警察からの身元引受（休日夜間）について包括において

は土日・夜間の対応にもつながる課題となっている。

休日夜間の連絡体制の確認 

包括の役割について整理

・互いの役割について理解し、適切な連

絡調整について確認 

・休日及び夜間の連絡体制の明示

県警への要請



麻生区
目標 優先課題 地域 課題に関連する 

データや事実 

取組事項 市への提案事項 

包括 区 

3 

閉じこもり高齢

者への働きかけ

による虚弱化の

予防

ⅰ 
コロナ禍で休止している地域

活動の再開 
全域 

コロナ禍で活動休止の団体が多く、活動量の減少による

虚弱化が懸念される。 
感染予防に配慮した主催事業の再開 

・感染対策等タイムリーな情報提供・方

針や通知等の情報共有 

包括の BCP について

整理、検討 

ⅱ 介護予防事業との連携 ー
コロナ禍で介護予防事業が休止しており、活動量の減少

による虚弱化が懸念される。
感染予防に配慮した主催事業の再開

地域支援課と地域包括支援センターの

年間事業目標の共有

関係各所との連携、

情報共有

ⅲ 認知症サポーターの養成

全域（特に、虹ヶ

丘１～３丁目、王

禅寺１～３丁目、

下麻生２～３丁

目、上麻生、）

・認知症への理解不足が理由による虐待発生している。

・「認知症にやさしいまちあさお」の麻生区スローガンを

掲げている

認知症サポーター養成講座の実施 

メイト連絡会等メイトとの連携・協働

・地域支援課地域サポート係との連携 

・認知症サポーター役割の整理、方向性

の確認

地域包括支援センタ

ーと生活支援コーデ

ィネーターの役割の

説明、整理

ⅳ 
インフォーマルサービスの体

制整備
上麻生 等

ゴミ出しのルールが分からなくなり、近隣トラブルにな

るケースが発生。（白山見守り隊はコロナ禍で活動中止

中）

家族、民生委員や地域住民から情報収集

し、個別ケア会議等を開催して支援チー

ムを作る。

シルバー人材センター、その他事業所と

のネットワークの構築、地域支援課・地

域ケア推進課との連携。ﾆｰｽﾞのマッチン

グ

地域包括支援センタ

ーと生活支援コーデ

ィネーターの役割の

説明、整理

ⅴ 
生活支援コーディネーター受

託事業所との連携強化

小規模多機能支

え合い 

サリューブルあ

さお 

ゆらりん

民生委員児童委員から相互の役割分担がわかりにくい

との意見あり

支え合い・サリューブルあさおー・ゆら

りんとの連携、役割の整理

・地域包括支援センターと生活支援コー

ディネーターの取組目標の共有 

・意見交換の場の設置（地域ケア推進課、

地域支援課と連携）

地域包括支援センタ

ーと生活支援コーデ

ィネーターの役割の

説明、整理

4 
災害時の避難が

必要な高齢者へ

の対応

ⅰ 災害時要援護者の実態把握 高石１～３丁目 

災害時要援護者の避難や見守りの体制が確立されてい

ない。救助者が多様で救助方法や優先順位が分からな

い。（高石１～３丁目地区は、自治会自主防組織による活

動が活発） 

自主防組織との情報共有 諸制度について情報提供 

情報共有時における

ルール作り、本庁所

管部署同士の共有 

ⅱ  全域 包括実態把握名簿の取り扱いが定かでない 実態把握名簿の更新 包括への必要に応じた情報共有

名簿の取り扱いにつ

いて整理、他事業と

の関連性を確認


